
２月市議会（会期２月１８日～3月12日）では、2026年度予算を審議しました。住民合意のない大型

事業を優先するのではなく、暮らし・福祉・教育の充実を求める立場から、一般会計当初予算案

（2,275億6千万円）に反対しました。一般会計予算の評価点と総務委員会での質疑を紹介します。
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２月

市議会

ご意見、ご要望
お寄せください。

2026年度から、子どもへ

のインフルエンザ予防接種の

助成が中学生まで対象になり

ます。

昨年の 11月議会で中西市

議 が一 般質 問で取 り上 げ 、

「県内21市町で乳幼児までと

しているのは長崎市のみ、子

どもへの感染予防が社会全体

のまん延防止につながる」と

指

10

実
現 インフルエンザ予防接種の助成対象が中学生まで拡大！

指摘し、新年度予算で対象年齢の拡大を求めた際、こども部長が「子育てしやすい環境整備に有効」、「子

どもの感染防止は意義がある」と答えていました。（図は、長崎市の議会説明資料より）

前
進 来年1月から０歳児の医療費がゼロに

子ども医療費が来年1月より乳児（０歳児）

に限り、完全無償化されます。

子ども医療費の無償化は、11月議会で中

西市議が一般質問で、「子ども医療費の完

全無償化をしている自治体が１つもないのは

全国で長崎県だけ、長崎市ができない理由

はない」と１回８００円の自己負担をなくすよ

う求めていました。

市は政策判断の根拠として「子どもを産み

育てたいと考える市民の気持ちの後押し」を

挙げています。中西市議は委員会討論にお

いて、少子化対策として取り組むべきは妊産

婦医療費助成制度や周産期医療の確保だと

強調。子ども医療費は0歳児に限らず無償に

していくべきです。
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長崎市はいま、平和公園（西地区）ス

ポーツ施設再配置を進めています。県

が整備する南北幹線道路（茂里町 -滑

石）のインターチェンジが市民総合プー

ルにかかるため、プール跡地に多目的

広場を、松山陸上競技場に総合プール

と外周路・広場を、中部下水処理場跡

に陸上練習場（４００mトラック）を移転

する計画です。

２月議会では、中部下水処理場跡地

の活用について調査審議する付属機関

を設置する条例案が審議されました。

中部下水処理場跡地活用検討委員会が設置へ

活用検討委員会は学識経験者やスポーツ関係団体、

子育て関係団体、自治会、公募市民などから１１人以内

で構成し、今年１２月までに３回開催する予定です。ワー

クショップが７月と９月の２度、行われます。

最終本会議で、中西市議は「検討委員会は市のスポー

ツ施設再配置方針の位置づけに基づくものであり、利用

者をはじめ市民のなかに松山陸上競技場への総合プー

ル移転に異議を唱える声は強くあるにもかかわらず、

市の移設方針に従って検討を進めることは容認できな

い」と反対しました。（写真は本会議討論をする中西市議）

エアコン設置計画の策定へ 利用者が減ることは許されない

学校体育館 ４月から公共施設の使用料引き上げ

長崎市は今年度、学校体育館など指定避難所

への空調設備整備に向けた計画を策定します。

まず避難所に指定されている学校体育館７１

施設で２０２７年度から２９年度にかけて整備を

行い、指定避難所となっていない学校体育館４

３施設については２９年度から３１年度までに完

了するとしています。

学校体育館への空調設備の導入は、昨年の６

月議会・一般質問で中西市議が早期導入を求

めたのに対して、教育長が「できるだけ早急に対

応していく」と答弁していました。

ふれあいセンターや公民館など公共施設の使

用料がこの４月から値上げされました。

市民会館の卓球台利用料も２倍に。卓球利用

者のみなさんが３月３０日、長崎市に対して大幅

値上げを緩和する措置を求める陳情書（賛同署

名170人）を提出し、中西市議も同席しました。

総務委員会で、中西市議は「市民から使用料

見直しに対して、『納得がいかない』、『使用回

数を少なくするしかない』との声が多数寄せら

れている。今回の料金改定で利用者が減ること

はあってはならない 」と指摘、利用者から寄せ

られる声を踏まえた対応をするよう求めました。

スポーツ振興課長は「指定管理者からも利用

者が減る懸念が出されている。市民サービスを

向上させる取り組みを指定管理者と連携してす

すめ、利用者が減らないように実施していきた

い」と応じました。

あなたと県政・市政を
つなぐ（オンライン）

市民アンケートに

ご協力ください。
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